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出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成
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インフレ高止まり、景気減速懸念、目まぐるしく変化する投資環境
 各国金融当局の金融引締めが加速する中、景気減速懸念からリスク性資産が軟調に推移。軟調な相場展
開の中、一般的に安定的かつ継続的なインカム収入が期待できる高配当株などの下落率は比較的緩やか。

 投資環境が目まぐるしく変化する中、複数資産投資により価格変動などのリスクの抑制が期待できるか。

（審査確認番号2022-TＢ88）

図表1：グロース株・高配当株などの推移

1/2

～安定的かつ継続的なインカム収入に期待～
 インフレ率が高止まりし、各国金融当局による金
融引締めが加速する中、景気減速懸念からリスク
性資産は軟調に推移しています。企業収益を積極
的に設備投資に振り向け、相場のけん引役だった
ハイテク株など成長株(グロース株)が軟調に推移
する中、企業収益を配当などに振り向ける高配当
株などの下落率は、グロース株と比較し緩やかな
ものとなっています(図表1)。軟調な相場展開に
おいても、一般的に安定的かつ継続的なインカム
収入(配当・分配金収益)が期待できることが背景
にあると想定されます。

～インカム収入を得られる資産～
 米国リートは不動産賃料により4％程度の配当利
回りを確保できる資産として、比較的堅調に推移
してきました。しかし、金融引締めの加速による
金利上昇や景気減速懸念を受けて、足元では軟調
に推移しています(図表2)。

 エネルギー事業を主な収益源とし、収益の多くを
分配金として投資家に還元する共同投資事業形態
であるMLPは、コロナ禍からの景気回復による原
油需要の高まりから、資金が流入し堅調な推移が
続いていました。しかし、足元では金融引締めの
加速をうけた景気減速懸念による原油需要の減少
懸念から低下基調となっています(図表2) 。

～目まぐるしく変化する相場環境での投資～
 インフレの収束にはまだ時間がかかるとの認識か
ら、金融引締めが加速し景気減速懸念が意識され
るようになった6月中旬以降、リスク性資産は概
ね下落し、それまで比較的堅調であった米国リー
トやMLPなども軟調に推移しています。インフレ
や金利、ウクライナ情勢、景気減速懸念などの要
因で、投資環境が目まぐるしく変化することから、
当面値幅が大きい相場展開が続くと想定されます。
このような相場環境においては、値下がり損失を
インカム収入などで補い、複数資産投資を通じて
リスク分散を図ることで、単独資産投資と比べ、
価格変動や値下がりなどのリスクの抑制が期待で
きるものと思われます (図表3)。

米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

インカム収入と複数資産投資によるリスク分散

図表2：米国リート・MLPの推移

図表3：単独資産と複数資産への投資

※ S&P各指数は2021年7月1日を100として指数化

※ 2021年7月1日を100として指数化
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